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■文献等調査の実施概要 

 

●目的 

我が国と同様に国内中小企業の国際化を推進している諸外国において、各種行政機関・中小企

業支援機関で実施している中小企業の国際化支援策の支援内容等の情報を確認し、その仕組み仕

掛けに於いて有効な事例を明らかにする。 

 

●調査内容 

我が国の中小企業の国際化を取り巻く環境変化との類似性や、中小企業の国際化支援の積極性

などの観点から調査対象国を選定し、その国の中小企業を取り巻く経済環境の概況や国際化政策、

中核的な中小企業国際化支援機関における具体的海外進出支援活動等の情報を各種文献、インタ

ーネットなどを利用して収集した。 

主に、具体的な海外進出支援活動等の情報はインターネットを利用して情報収集したために、

内容としては、昨今各国が力を入れているインターネットを利用した中小企業の輸出支援等の事

例が中心になっている。 

 

●調査対象国 

一定の経済規模のある先進国で、企業の国際化もしくは輸出の促進に力を入れている国として

以下の４カ国を対象とした。 

・１．韓国 

・２．米国 

・３．ドイツ 

・４．イタリア 

 

●調査項目 

（１）中小企業を取り巻く経済環境 

（２）中小企業の位置付けと国際化 

（３）中小企業に向けた近年の国際化支援政策 

（４）中小企業支援機関等の国際化支援事例 
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１．韓国 

 

（１）中小企業を取り巻く経済環境 

 

グローバル市場の中で韓国企業が躍進している。とりわけ電子・ＩＴ産業や自動車産業の分野

においてシェアを拡大し、欧米や中国、新興国などの海外マーケットにおいて我が国の同分野の

輸出企業の手強い競争相手となっている。 

韓国経済の強みは一般的に、政府主導型・大企業集中といった経済環境の中で「官民の協調関

係が上手く機能し、選択と集中のもとに重点分野での国際競争力の強化をはかってきたことにあ

げられる。官民協調の象徴は、第一に、輸出依存度の高い韓国経済を支えるために政府通貨当局

が自国通貨ウォンの安値安定に誘導する為替対策を講じ輸出製品の価格競争力維持を効果的に

図っている点にある。第二には、自由貿易協定(FTA)への積極的な取組で、グローバル経済の享

受を最大化しようという積極的な政策に見られる。 

もちろん政府の政策だけが韓国企業の海外での躍進を支えている訳ではない。為替対策やFTA

などにより自国製品の価格競争力の向上や輸出障壁を無くすことができても、それだけではあく

までも言わば輸出(送り手)側の論理(プロダクトアウト)に留まる。海外マーケットでの成功のた

めには、相手市場(受け手)型の論理(マーケットイン)に基づいた活動が欠かせないが、その点で

は企業側の努力が功を奏している。例えば、韓国サムスンで採用されているエスノグラフィとい

う他国市場理解のためのマーケティング手法が世界的に有名である。このように政府による強力

な後押しと、輸出企業の海外市場理解の経験・学習効果の蓄積が韓国の現在の好調を支えている。 

 

（２）中小企業の位置付けと国際化 

 

一方、韓国経済の弱みと言われているのが、経済構造の二極化、特に、大企業と中小企業の二

重構造(格差)である。大企業グループ主導の経済は前記のとおり、製造業を中心とした分野で高

い国際競争力を発揮し、グローバル市場の中で存在感を高めているが、中堅・中小企業の育成の

相対的な優先度は近年まで長い間低く据え置かれた。 

実際、輸出が好調な大企業の製品の高度化と変化に追随できる水準と対応力を持った裾野産業

の整備は道半ばで、韓国経済を支える輸出製品の生産が拡大すれば、それに関連した素材部品な

どの生産財は我が国をはじめとした海外からの輸入が増加するという構造から脱していない。 

しかし、我が国に対して価格競争力を発揮する韓国企業も中国をはじめとする新興国からの追

い上げを受ける立場であり、基本的な方向性は技術的優位やサービスの差別化などによる高付加

価値戦略を志向している。そこで近年は、韓国でも、多様性のある中小企業の活性化はイノベー

ションの苗床であり、高付加価値型経済を生み出す源泉として、その支援の充実に非常に力を入

れている。 
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図表 1 韓国中小企業の輸出 （輸出額：単位百万米ドル、前年比：単位％） [出典] 韓国中小企業庁 

Category  

2005 2006 2007 2008 

輸出額 前年比 輸出額 前年比 輸出額 前年比 輸出額 前年比 

全体 284,419 12 325,465 14.4 371,489 14.1 422,007 13.6 

  

中小企業 92,128 1.9 104,152 13.1 118,774 14 130,527 9.9 

大企業 192,056 17.7 220,967 15.1 282,715 14.2 291,483 15.3 

その他 234 △11.4  346 47.9         

 

図表 2 韓国中小企業の海外投資 （輸出額：単位千米ドル、前年比：単位％） [出典] 韓国中小企業庁 

Category 2004 2005 2006 2008 2009 

海外投資全体(A)  

件数 13,157 16,346 19,000 21,855 19,150 

額 6,670,813 7,052,607 11,566,115 21,799,017 21,855,699 

中小企業の 

海外投資(B) 

件数 7,157 7,909 9,148 11,192 10,408 

額 2,053,169 2,307,506 3,382,995 5,881,708 5,707,433 

中小企業の 

占める割合(B/A)  

件数 54.4 48.4 48.1 51.2 54.3 

額 30.8 32.7 29.2 27 26.1 

 

（３）中小企業に向けた近年の国際化支援政策 

 

韓国政府は 2011 年の政策骨子の中に「中堅・中小企業育成」を盛り込んでいる。この中堅・

中小企業育成は、李明博政権が強調する「大企業と中小企業の同伴成長」に対応したものである。

これはその名の通り、今までの大企業を中心の輸出主導の不均衡成長から、今後は大企業と中小

企業がともに成長できる政策を最優先にするというものであり、具体的には①主要な大企業別に

同伴成長の実践度を測定する「同伴成長指数」を開発・導入、②潜在成長力の高い企業を発掘し、

世界に通用する企業への成長を重点的に支援する「ワールドクラス３００プロジェクト」の稼働、

③「地域スターカンパニー」を選定し、海外進出や株式公開などを支援し起業と雇用拡大を活性

化する、など中小企業の成長を促進する活動を行う。 

2010 年６月に策定した「サービス業海外進出活性化法案」も注目される。アジア諸国の経済

活性化や国民所得の向上などにより「モノの国際化」から「サービスの国際化」の進展が今後も

更に進むと見られるなか、医療、観光、コンテンツなどを海外進出有望分野として重点的に支援

するとしている。 
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（４）中小企業支援機関等の国際化支援事例 

 

韓国経済にとって企業の国際化は経済成長を支える最も重視すべき政策であるため中央政

府・地方政府、公的機関それぞれに企業の海外進出を直接支援する体制・制度は充実している。 

この中で、韓国政府が策定する企業の国際化戦略を実際に展開する公的機関として、「韓国中

小企業振興公団(SBC)」と「大韓貿易投資振興公社(KOTRA)」のウェブサイトを確認し、２つの

機関の国際化支援内容の一部を見てみることにする。 

 

①「韓国中小企業振興公団(SBC)」 

 

韓国中小企業振興公団は、特別法に基づき設立された韓

国中小企業の育成、国際進出の支援を目的とする公的機関

である。 

 中小企業の国際化支援メニューに関しては、多岐に渡り、

主なものでも海外展示会出展支援、貿易代表団の組織支援、

1 対 1 のビジネスマッチング、大韓貿易投資振興公社

(KOTRA)と連動した海外市場レポートの提供、主要貿易相

手国に設立した支社による現地サポート、地方自治体等が

提供する輸出促進助成資金の受給支援、世界的なブランド

開発に関する支援、貿易の専門家になるためのトレーニン

グなどがある。 

 また、中小企業の工業製品などを紹介するオンラインマ

ーケットプレイス「Gobiz KOREA.com」※3 もそのひとつ

である。韓国中小企業約２万４千社の 10 万８千あまりも

の製品がリスト化されている。このウェブサイトにアクセ

スして外国企業が高い技術力を持つ韓国中小企業の製品

を簡単に探すことができる。興味を持った外国企業が韓国

を訪問し、商談を希望する場合なども本機関が各種調整・

仲介やコーディネータ派遣など様々な支援を実施してい

る。 

 

 

 

 

 

 

※3 Gobiz KOREA.com のトップ画面 
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②「大韓貿易投資振興公社(KOTRA)」 

 

大韓貿易投資振興公社(KOTRA)は、日本でいえば

日本貿易振興機構(JETRO)に相当する機能を持つ国

際化支援機関である。実際、KOTRA は JETRO をベ

ンチマークとしてその支援内容の充実を図ってきた

経緯がある。韓国の中核的な支援機関だけあって、そ

の支援メニューは多岐に渡っており、韓国経済を支え

る重要な役割を担っている。 

KOTRA は中小企業に限った支援機関ではないた

め、大規模企業向けを想定したプレミアムな支援内容

もあるが、情報提供、マーケティング支援、ビジネス

マッチング、展示会参加支援など中小企業でも活用で

きるものが幅広く提供されている。 

特に、中小企業向けに手の込んだサービスのひとつ 

として KOTRA のファミリーサイト「BUYKOREA.org」

※3 がある。これは、中小企業がインターネットを利用

して気軽に貿易や国際取引(e-Trade)に関する情報の

入手や活動が行えるように設計されたポータルサイ

トである。 

企業がサイトに登録することによって、海外からの 

引き合い情報などを見ることができ、インターネット

などを通じて海外企業にアクセス出来るといった B to 

B 型の電子商取引ができるマーケットプレイス機能が

利用できる。 

また、国内企業が自分たちの会社の情報の掲載や、

ドメインを取得しホームページやメールアドレスを取

得できる機能※4、さらに自社用に個別の情報や取引先

からの連絡、引き合い情報などを確認できるパーソナ

ライゼーション機能も持っている。e-Trade を始めたい

が、資金面や人材面で簡単に始められない中小企業に

とっては大変強力なサポートツールであると言える。 

 

  

※3 BUYKOREA.org のトップ画面 

※4 BUYKOREA.org のドメイン等取得画面 
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２．米国 

 

（１）中小企業を取り巻く経済環境 

 

米国では過去において継続的に貿易不均衡の問題を抱えつつも通商分野への経済対策の優先

度はあまり高くない場合が多かった。これは、世界最大の消費市場を自国内に抱え米国一極経済

といわれるまでの経済環境を保有していたことが大きな要因である。 

しかし、金融危機を契機に国内消費に陰りが見え景気回復が遅れる中、2010 年１月末のオバ

マ大統領の一般教書演説の中で、「今後５年間で輸出倍増を図る(輸出倍増)計画」を発表され、

輸出促進に向けた強力な通商政策に注目が集まった。この輸出倍増計画が盛り込まれたのは、国

内景気の刺激策だけでは一向に改善傾向が見られない雇用問題に対し、輸出がもたらす雇用創出

効果に着目しその改善を図っていくという国内問題の解決に端を発している。 

 

（２）中小企業の位置付けと国際化 

 

米国における中小企業は、企業総数の 99.9％と圧倒的な大多数となっている。また、米国の

中小企業数は 2600 万社ほど、我が国の 7 倍の規模があり、さらに年平均 3%での水準で増加し

ている(過去 10 年で 1.3 倍に増加※5)。一方、日本の中小企業数は年平均 2%で減少。過去 10 年

で 18%も減少している。 

米国で中小企業数が増えているのは、一般的に起業家精神が旺盛で優秀な人材は自ら会社を興

す傾向が強いということもあるが、一度事業に失敗してもそれを救済し、二度目の挑戦を支援す

る文化と社会ができているところが大きいと言える。実際、米国の著名な経営者の中には若い時

に事業に失敗した経験を持つものが少なくない。 

 このように米国の中小企業は新しい起業家による挑戦を受け入れて、一定の活力を維持してい

るが、輸出に関わっている中小企業は 24 万社程度で全体の 1%未満しかない※6。先進国平均が

15%程度なので、非常に低い割合と言える。また、米国の輸出企業数の中で中小企業が占める割

合は 97%にも至るが、貿易額は全体の 29%に留まっている※6。このように米国中小企業は世界

最大の消費市場を持つ国内市場を対象とした内向きの傾向が色濃い。 

米国の中小企業の国際化の課題はこの数字に代表されると言っても過言ではない。米国でもサ

ブプライムローン問題に端を発した世界同時不況以降、米国国内の市場成長が不透明になるなか、

経済成長が著しいアジア、南米などの国外市場に対し、いかに中小企業のビジネスチャンスを拡

大していくかが非常に重要となっている。このような店では我が国と類似の課題を抱えていると

言える。 

※5 出所：米国通商代表部[USTR]、中小企業庁[SBA] 

※6 出所：商務省国際貿易局（ITA） 
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（３）中小企業に向けた近年の国際化支援政策 

 

2010 年１月の一般教書演説で、国家輸出イニシアチブ(National Export Initiative)、通称「輸出

倍増計画」の立ち上げを発表。５年間で輸出を倍増させ、200 万人の雇用創出を図ると宣言した。 

それに伴い、輸出促進関係閣僚会議を設置し、米国中小企業庁(Small Business Administration)

のトップもメンバー入りした。これは、商務省や米国輸出入銀行などと緊密に連携し、特に雇用

創出効果の高い中小企業の輸出競争力を高め、国外の市場にも目を向けさせることにより、中小

企業の成長や新たな起業を促すという狙いがある。 

具体的には、国際貿易局(ITA)の貿易専門家の増員や金融支援・貿易保険の拡充など次々と中

小企業が輸出を行う上での障壁を解消する施策を打ち出している。また、官民連携の貿易ミッシ

ョン団を結成、経済成長著しいアジアなどへ派遣するなど目標の実現化に国家レベルでの強力な

支援活動を開始した。 

 

（４）中小企業支援機関等の国際化支援施策事例 

 

米国の中小企業の国際化支援は、行政機関でも連邦政府、州政府、各地域など様々なレベルで

実施されており、同時に各業界団体などによる支援等もあり、多岐に渡っているが、ここでは、

インターネットの利活用が進んでいる米国ならではのウェブサイトを利用した支援活動として、

米国商務省(DOC)と中小企業庁などの連携により運営されている「EXPORT.GOV」と、民間企

業・民間団体とパートナーを組んだ「中小企業輸出イニシアチブ」について見てみる。 

 

①「EXPORT.GOV」 

米国の輸出業者向けに様々な情報提供サービスを提

供しているウェブサイト。前記に記載した国際化支援政

策のひとつである「通商使節団」の活動や参加登録、自

由貿易協定を上手く利用した貿易やインターネットを

利用した貿易などを効果的に行う方法を紹介したオン

ラインセミナーなどのコンテンツがある。 

また、「これから輸出を始める企業向け」と「輸出事

業の拡大を目指す企業向け」の２つのコースに分けてオ

ンラインン上で各種サービスや情報を提供している。 
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「これから輸出を始める企業向け」のコースを見て

みると、自分たちの企業がどの程度輸出に向けての準

備ができているか診断できる「オンライン輸出診断サ

ービス」が提供されている。 

この「輸出診断サービス」は、現在の会社の状況に 

関するYes-No形式の９つの質問※7に回答するだけで、

これから輸出するにあたっての準備状況が得点で表

され、５段階のランキング※8 で自社の状況を把握する

ことが可能になっている。 

 

また、各質問の回答結果に応じた「診断結果」も同

時に表示させ、輸出に向けてどのような準備や活動を

行っていけばよいかそのポイントを明らかにしている。 

さらに、個々の診断結果に対応して、より詳細な内

容を知りたい場合は、各種ガイドや情報源、計画の作

り方、支援機関等へのリンクが貼ってあり、自分の会

社の事情に応じた情報が段階的に容易に入手できるよ

うに工夫されている。これから輸出を始めたいと考え

ている中小企業の個々の状況に応じて、オンラインで

の診断や必要な情報の入手が可能であり、しかもそれ

が短時間で簡単に実現できるとあって、中小企業が感

じやすい輸出に関する「複雑・面倒さ」や「最初から

相談窓口に相談に行く手間」を排除して、輸出に向け

た第一歩を抵抗感なく進められる工夫がなされている。 

 

  

※7EXPORT.GOV の画面「９つの質問のページ」 

※8 EXPORT.GOV の画面「診断結果のページ」 
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②「全米製造業協会、フェデックスなどによる中小企業輸出イニシアチブ」 

 

 2010 年 12 月に、特定業界団体である全米製造業協

会(NAM)と大手輸送業者フェデラル・エクスプレス、

商務省(DOC)は、中小製造業者の輸出拡大を促進する

ための戦略的パートナーシップの枠組みを発表した。 

米国の輸出の３分の２は製造物・商品など財輸出が

占め、また、米国の輸出業者の９０％以上は中小企業

であるため、米国の中小製造業者の国際競争力を高め

る支援は極めて重要な施策と認識されている。実際、

この枠組みの目標は 2014 年までに輸出を倍増させる

ことにあり、オバマ大統領が発表した「輸出倍増計 

画」の実現化を図ることに繋がっている。 

 

 主な支援内容として、以下のようなサービスが無料

で利用できるようにした(8 以外)※9。 

1. 新しく攻略可能な輸出市場に関する情報提供 

2. 新たな市場を攻略する上で必要な貿易関連ノウハウなど 

のコンサルティンング 

3. 新しい顧客や事業協力者とのビジネスマッチング支援 

4. フェデラル・エクスプレスによる国際輸送に関する専門 

的アドバイス 

5. オンラインによる貿易調査システムを９０日間無料で 

利用できる 

6. 海外在住専門家により作成された海外市場や産業の 

約１０万件以上の市場レポートの利用 

7. 貿易に関するオンライントレーニングの受講 

8. 世界１７８カ国、２５万人の顧客に宣伝できる公式 

ニュースへの広告掲載割引 

 特に、中小企業では、貿易実務に詳しい人材が一般的に少ないため、フェデックスなどの国際

輸送のプロフェッショナルが無料で支援してくれるのは、輸出を始めるにあたっての企業の障壁

を取り除くことに大きく貢献するものになるだろう。また、フェデックス側にも当然輸送量の増

加というメリットがある。このようにそれぞれのパートナーが長所を持ち寄って強力で総合的な

枠組みを作り、中小企業の支援を行うことは大きな効果が期待できるものになると思われる。 

  

※9「支援内容紹介のページ」 
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３．ドイツ 

 

（１）中小企業を取り巻く経済環境 

 

ドイツは欧州最大の市場を持ち、欧州 GDP の 20％を１国で占めている。サービス業と製造

業が等しく重視されているが、特に、化学・自動車・機械機器産業においてドイツ製品は世界か

ら非常に高い需要を受けており、EU 全体の製造業における総売上高の 26％を創出するまでに至

っている。また、ドイツは他の欧米先進国の中でも輸出依存度が極めて高く、2009 年の統計で

は GDP に占める輸出の割合は 40.7％に至っており※10、韓国同様輸出主導型の経済となっている。 

※10 出所：ドイツ連邦統計局 

 

（２）中小企業の位置付けと国際化 

 

ドイツは自動車や機械などの製造業比率の高い産業構成に特徴があり、その高い技術力で有名

なグローバル大企業が多く存在している。しかし、一方で、国内総企業数 363 万のうち、従業

員 500 人未満の中小企業が 99.7％と圧倒的大多数を占め、被雇用者総数 3000 万人のうち 70.5％

を中小企業が占めており(2008 年データ)、経済的に重要な位置を占めている。 

実際、ドイツの中小企業は「ドイツ経済のバックボーン」といわれる革新的で高い技術力を持

ち、ニッチ・セグメントにおいて世界をリードする企業が多く存在している。これらの企業は、

ドイツの国際的大企業を支えると同時に、自らも積極的に海外への輸出を行い独立性の高いグロ

ーバルプレイヤーとして活躍している。 

 

（３）中小企業に向けた近年の国際化支援政策 

 

輸出志向の強いドイツ経済にとって、中小企業の輸出への取組を支援し成長を促すことは非常

に重要な政策と認識されている。ドイツでは年間売上高が 100 万～5000 万ユーロの企業の輸出

実施比率は 40％程あるが、ドイツ政府はこの水準は低いとし、中小企業の輸出ポテンシャルは

まだまだ非常に大きいものと考えている。 

このような中、中小企業の輸出拡大政策を展開する立場にある連邦経済技術省では昨年外国貿

易・投資キャンペーンを開始し、企業側などのニーズを丁寧に収集し、情報提供の充実や輸出ホ

ットラインの新設、輸出信用保証の決定プロセスのスピード向上・範囲の拡大など次々と新たな

施策を講じている。このような利用者サイドに立った活動の中で中小企業ならではの問題点とし

て、商工会議所など各種支援機関が実施している見本市出展支援・輸出信用保証などの有益な海

外事業支援サービスに対する認知・認識が低いということが判明され、輸出や海外投資をより容
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易に促進できる幅広い支援サービスの存在を中小企業に確実に伝える活動にも力を入れている。 

 

（４）中小企業支援機関等の国際化支援施策事例 

 

①「ドイツ貿易・投資振興機関(Germany Trade and Invest GmbH)」 

 世界第四位の経済大国ドイツへの外資の誘致と自国企業の輸出・

海外進出を総合的にサポートする中心的な貿易・投資支援実行機関

である。また、ドイツ商工会議所(AHKs)とも緊密に連携(役割分担)

して、ドイツ中小企業の輸出事業、海外投資事業に的確なアドバイ

スや支援を行っている。 

 

 さらに、インターネットを利用して主に中小

企業を対象とした「e-trade-center」※11 という

貿易支援サイトを立ち上げている。このサイト

は連邦経済技術省のサポートを受けて運用さ

れている。 

 この「e-trade-center」では、海外取引を望

む世界中の企業情報などがデータベース化さ

れており、それを国・地域、業種、業務提携等

の種類、任意のキーワードなどで簡単に検索す

ることができるようになっている。自社の 

希望する要件に適合する海外の貿易ビジネス

パートナーを素早く見つけることができる。ま

た、プレミアム登録をした企業には第三者機関

の認定ロゴが同時に表示され、その会社の信頼

を担保してくれるサービスもある。 

当然、このデータベースに自社の会社情報、

製品・技術・サービス情報などを登録すること

により、海外マーケットに向けて情報発信する

ことも可能になり、自社の製品・技術・サービ

スを求める海外企業とのコンタクトの機会を提供してくれるものにもなる。 

今後、「e-trade-center」は、ドイツ貿易・投資振興機関(Germany Trade and Invest GmbH)が

運営する「iXPOS」「German Business Portal」といった情報提供、海外投資関連サイトと発展

的統合する予定で、海外貿易・投資を広げていきたい企業の情報が世界中から集まってくる一大

ポータルサイトと変貌しようとしている。 

※11 e-trade-center のトップページ 
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４．イタリア 

 

（１）中小企業を取り巻く経済環境 

 

イタリア経済の特徴は、「経済の二重構造」にあると言われている。少数の鉱工業・サービス

業関連の大企業と圧倒的多数を占める中小零細企業という二重構造、近代化が進んだ高生産性を

誇る産業と伝統的な手工業の産業という二重構造である。 

産業的には機械技術と金属等加工業が有名。GDP の約 25％は製造業が占め、商品輸出の約

90％は工業系製品であり、同国の代表的な輸出産業となっている。サービス部門でも、特に、

観光とデザイン分野では高い国際競争力を維持している。 

 

（２）中小企業の位置付けと国際化 

 

イタリアは中小企業、特に、小企業・零細企業が多く、これらの企業がイタリアの経済・産業

を支えている点に大きな特徴がある。少し古い統計だが、イタリアの企業総数約 450 万のうち、

10 人未満の企業が約 95％、20 人未満の企業で約 98 を占め、１社当たりの平均雇用数は約４人

である。 

イタリアの中小企業は、「家族的経営」「規模より利益を重視」「ニッチ分野に強い」「高い輸出

意欲」などの特徴があげられる。 

また、アパレル・革製品・家具などの製造部門で中小零細企業が各地域の歴史と文化にもとづ

いたネットワークにより集積し、多彩で競争力の高い産業クラスターを形成している。その数は

2001 年の調査では全国に 156 カ所ほども存在していた。 

同部門は生産額の半分以上が海外向けで、中小企業がその伝統技術とデザイン・ブランド力等

を活かして輸出を行っている。中小零細企業の高付加価化による国際化戦略の世界的成功事例と

して各国の見本として常に注目されている。 

イタリアの中小企業は輸出を前提として経営戦略をたて、従業員 21～50 名までの企業で約半

分以上が輸出し、11～20 名までの企業は約１/３以上が輸出しています。また、「繊維・衣類・

皮革・靴・木製品・家具」などの輸出製品に関しては、85％以上を中小企業が占めている（UNECE）。 

 

（３）中小企業に向けた近年の国際化支援政策 

 

イタリア政府は、「貿易と投資の拡大」「イタリア企業のビジネス活動の国際化」を基本目標と

据えた４つの戦略を策定している。４つの戦略は「エリア（国・地域）戦略」「セクター戦略」

「システム戦略」「オペレーション戦略」である。 
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各戦略は更に個別細分化されていくが、特に中小企業の国際化支援に関係するものをピックア

ップすると、 

①中小企業が地理的にアクセスしやすいバルカン諸国、東欧諸国、地中海域、経済的成長度が

高いトルコなどについてはプロモーション活動を拡充し、中小企業の輸出活動等を側面支援。 

展示会、ミッション派遣、市場調査等、国際化政策を実施レベルで展開する機関であるイタリ

ア貿易振興会(ICE)だけでなく、昨今、貿易・投資対象国の政府機関への働きかけがより重要に

なっていることに鑑み、イタリアの中央政府・州政府が参画した官民連携での国際化ビジネスの

推進を図る。これに関しては、我が国に対しても「日本におけるイタリア年」といったイベント

活動を展開し、イタリアの文化・技術を切り口としたさまざまな製品・サービスの訴求等により

我が国のビジネス界への訴求を重点的に実施していた。 

中小企業の経営資源的制約を克服するために、産業クラスターの再編・グループ化や共同投資

に関するフィージビリティ調査に対する融資活動を継続支援。 

 

（４）中小企業支援機関等の国際化支援施策事例 

 

①「イタリア貿易振興会(Italian Trade Commission)」 

イタリア貿易振興会(ICE)は、貿易の振興、発展、推進を

図る政府機関であり、中小企業を中心としたイタリア企業

の国際化と外国市場への進出の手助けをしている。日本を

含め世界 80 か国に置かれた 104 の事務所からなる海外ネ

ットワークで企業の海外進出を強力にバックアップしてい

る。 

 その支援内容は非常に充実している。 

各海外事務所による継続的な市場調査・研究を通じて収集さ

れた情報ストックにより、 

・「各国ガイド」：基本的な海外マーケット情報と、メイド・

イン・イタリー製品にとってのビジネスチャンスに関する詳

しい分析がまとめられている。※12  

・「投資ガイド」：海外に進出する際にクリアしなければなら

ない複雑な法制上の問題に関する情報を提供している。  

・「リスク分析シート」：経済的、財務的、商業的なリスクが

分析されている。 

これらに加えて、個々の商品分野に関する調査についても豊

富な資料を用意しているほか、国際入札やさまざまな国際機

関の融資に関する基本的情報を網羅したデータバンクも公開している。 

※12 ICE の各国ガイドの画面 
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貿易統計に関する充実したオンラインデータベース

サービス※13 も展開。このデータベースはイタリアおよ

び海外の情報源(政府中央統計局、国連、世界銀行)をも

とにつねに更新が図られており、しかも、国別、業界

別、価格別、数量別といったさまざまな基準で情報を

分類することで、ユーザーが自分の関心に合ったデー

タバンクを構築できる機能がある。他にも「コンメル

チョ・エステロ（貿易）ニュース」と題したオンライン・ニュースで、世界市場の変化や動向の

ポイント、関税・税務・為替などの最新情報、ビジネスチャンスなどを紹介している。 

 

企業の海外市場への参入のための支援として、競合企業の分析にはじまり、製品の市場受容性

の検討、イタリア企業が事業を行おうとしている地域の営業・法務・技術環境の総合評価まで多

岐におよぶ情報を提供。売買契約、ジョイントベンチャー契約、ライセンス契約、代理店契約の

締結、その他の協力関係の構築も支援している。 

基本的には次の４種類のサービスを実施(一部有料)。 

1.市場分析サービス  

2.パートナー・リサーチ・サービス  

3.企業プロモーション・サービス  

4.現地での事業支援サービス  

さらに、イタリア産業の強みである各地域の特定の産

業分野の手工業、中小企業に向けて、イタリアの諸州と

のプログラム契約や業界団体との契約にくわえて、その

他の組織（商工会議所、見本市運営組織、大学・養成機

関）との協約をむすんで国際化を促進している。また、

ワークショップや二国間のビジネス・ミーティングの実

施、営業・財政面でのコンサルティング、先端サービス

産業の企業を対象とした特別セミナーの開催などを通

じて企業間の協力関係の振興を行い、それによって、イ

タリア企業がかちとった市場シェアの確保とさらなる

拡大に貢献している。 

 

 国際市場でのメイド・イン・イタリー製品のプロモー

ション活動の一環として、今日では、わが国との交易関係を築くことに関心をもつ海外の事業者

をターゲットとしたポータルサイト「プロモーティング・イタリー」（www.italtrade.com）※14

が開設されている。 

※13  ICE のオンラインデータベースの画面 

※14  プロモーティング・イタリーのトップページ 


